要　　望
地域発展に不可欠である

「地域イノベーションクラスタープログラム」予算の確保について
平成２２年１２月
資源小国・日本の明日は科学技術の発展にかかっており、科学技術立国こそ日本の進むべき道です。

科学技術の力で世界をリードしていくためには、国と地域が一体となって、大学等の研究成果を産業界に移転する産学官連携システムを構築し、人材、予算等の研究資源を集中投資することが不可欠です。

近年、大学と地域が積極的に取り組んでいる産学官連携は、地域に新しい技術、新しい思考をもたらし、ひいては、工業をはじめ農林水産、環境、医療、福祉、健康などの広範な分野において新たな地平を開く地域活性化の極めて効果的な方法・枠組みです。各地域では、地域の特性を活かし、多様なクラスター政策を推進することにより、現に大きな成果をあげてきています。

このような中、行政刷新会議から、「地域科学技術振興・産学官連携」は平成２３年度概算要求で、昨年の「廃止」という評価結果を踏まえた対応が行われていないと指摘されました。この指摘は、我が国の将来への洞察を欠いたものと言わざるを得ません。

科学技術はその成果が社会で活用されるまでに多くの時間を要することから、国家百年の大計に立ち、継続的・安定的に実施していく必要があります。
本年６月に閣議決定された「新成長戦略」の「産学連携など大学・研究機関における研究成果を地域の活性化につなげる取組を進める。」との趣旨に沿い、日本の明日のために、そして地域発展のために不可欠である「地域科学技術振興・産学官連携」事業を継続的・安定的に実施していくことが極めて重要です。
【具体的要望事項】
地域科学技術振興、地域発展政策の中核事業として国と地域が一体となって推進している「地域イノベーションクラスタープログラム」について、事業実施地域が事業計画を確実に遂行するために必要な予算を確保すること。
平成２２年１２月 １日
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